
公的年金等に係る雑所得以外の合計所得金額の計算書 

（令和    年分）                             氏 名                

 この計算書は、公的年金等に係る雑所得がある方で、各種の所得の損失額（赤字）を他の各種の所得の黒字から差し引く方が、
公的年金等に係る雑所得以外の合計所得金額を計算する場合に使用します。書き方については裏面を読んでください。 

１ 損失額又は所得金額 

A 
公的年金等に係る雑所得以外の経常所得 
（申告書第一表の「①から⑥までの合計額」及び「⑧及び⑨の合計額（赤字のときは０）」の合計額） ① 

所得の種類 Ⓐ 差引金額 Ⓑ 「譲渡」の通算後 Ⓒ 特別控除額 Ⓓ 損失額又は所得金額 

B 

譲 
 

渡 

短 

期 

分離譲渡 
円 円

② 

総合譲渡 
円

③ 

長 

期 

分離譲渡 ④ 

総合譲渡 
円

⑤ 

一 時 
（赤字のときは０） 

⑥ 

C 山 林 ⑦ 

D 退 職 
円

⑧ 
（赤字のときは０） 

E 

一般株式等 
の 譲 渡 ⑨ 

上場株式等 
の 譲 渡 ⑩ 

上場株式等 
の 配 当 等 

（赤字のときは０）    円
⑪ 

F 先物取引等 ⑫ 
（赤字のときは０） 

２ 損益の通算 

所 得 の 種 類 Ⓐ 通 算 前 Ⓑ 第１次通算後 Ⓒ 第２次通算後 Ⓓ 第３次通算後 Ⓔ 損失額又は所得金額

A 
公 的 年 金等 に係 る  

雑所得以外の経常所得 
① 

円

第

１

次

通

算 

円

第

２

次

通

算 

円

第

３

次

通

算 

円 円

B 

譲 
 

渡 

短
期 

総合譲渡 ③      

長 

期 

分離譲渡 

（特定損失額） 
④ △     

総合譲渡 ⑤      

一 時 ⑥     

C 山 林  ⑦    

D 退 職  ⑧    

損 失 額 又 は 所 得 金 額 の 合 計 額  ⑬  

３ 公的年金等に係る雑所得以外の合計所得金額の計算 

⑴ 
② 欄 の 金 額 
（赤字のときは０） 

円 ⑸ ⑪ 欄 の 金 額 円 

⑵ 
④ 欄 の 金 額 
（赤字のときは０） 

円 ⑹ ⑫ 欄 の 金 額 円 

⑶ 
⑨ 欄 の 金 額 
（赤字のときは０） 

円 ⑺ 
⑬ 欄 の 金 額 
（赤字のときは０） 

円 

⑷ 
⑩ 欄 の 金 額 
（赤字のときは０） 

円 ⑻ 
公的年金等に係る雑所
得以外の合計所得金額 
（⑴～⑺の合計の金額） 

（申告書第一表の○56 欄に転記します。） 

円 
 

円 

円 



書 き 方 
 

１ 「損失額又は所得金額」の各欄 
⑴ 「Ａ 公的年金等に係る雑所得以外の経常所得」欄 

申告書第一表の「①から⑥までの合計額」及び「⑧及び⑨の合計額（赤
字のときは０）」の合計額を記入します。なお、所得金額調整控除の適用
がある場合は、⑥の代わりに『確定申告の手引き』10 頁の「Ｃ－Ｆ」の
金額を合計します。 
 

⑵ 「Ｂ 譲渡・一時」欄 
分離課税の土地建物等に係る譲渡所得や総合課税の譲渡所得、一時所

得がある場合に記入します。 
イ 「Ⓐ 差引金額」欄 

「分離譲渡」の各欄には『譲渡所得の内訳書（確定申告書付表兼計算
明細書）【土地・建物用】』に記載した収入金額から必要経費等の金額を
差し引いた金額を、「総合譲渡」の各欄には「譲渡資産の収入金額」か
ら「譲渡資産の取得費など（注）」を差し引いた後の金額を、それぞれ
記入します。 

（注）譲渡資産の取得費（既に必要経費として算入した金額を除きます。）
から償却費相当額を差し引いた金額及び資産の譲渡に際して直接要
した費用などの合計額をいいます。 

ロ 「Ⓑ 譲渡の通算後」欄 
ａ 「譲渡」の「Ⓑ 譲渡の通算後」欄は、次により記入します。 

・ 「譲渡」の「Ⓐ 差引金額」欄の金額が全て赤字（０を含みます。）
又は黒字（０を含みます。）の場合には、「Ⓐ 差引金額」欄の金額
をそのまま転記します。 

・ 「譲渡」の「Ⓐ 差引金額」欄の金額に赤字と黒字がある場合に
は、次の順序で差し引き、差引後の金額を記入します（赤字の場合
には金額の頭部に△を付して記入します。）。 
ⅰ 「短期・分離譲渡」の赤字は、「長期・分離譲渡」の黒字から
差し引きます。 
（注）それでも引ききれない「短期・分離譲渡」の赤字は、損益

の通算をすることはできません。 
ⅱ 「長期・分離譲渡」の赤字は、「短期・分離譲渡」の黒字から
差し引きます。 

（注）引ききれない「長期・分離譲渡」の赤字は、特定損失額（「居
住用財産の譲渡損失」又は「特定居住用財産の譲渡損失」の金
額をいいます。以下同じです。）の金額を除き、損益の通算を
することはできません。 

ⅲ 「総合譲渡」の赤字は他の「総合譲渡」の黒字から差し引きま
す（「分離譲渡」の黒字から差し引くことはできません。）。ただ
し、「長期・分離譲渡」の赤字のうち、損益の通算の対象となる
特定損失額がある場合には、「総合譲渡」、「長期・分離譲渡」（特
定損失額）の赤字の順に、「総合譲渡」の黒字から差し引きます。
この場合、「短期」→「長期」の順に差し引きます。 

ｂ 「一時」の「Ⓑ 譲渡の通算後」欄は、「一時所得の収入金額」から
「収入を得るために支出した金額」を差し引いた後の金額（赤字のと
きは０）を記入します。 

ハ 「Ⓒ 特別控除額」欄 
ａ 「総合譲渡」の「Ⓒ 特別控除額」欄は、次により記入します。 

・ 「総合譲渡」の「Ⓑ 譲渡の通算後」欄の金額の合計額が 50 万
円までの場合…それぞれ「Ⓑ 譲渡の通算後」欄の金額（赤字のと
きは０）を記入します。 

・ 「総合譲渡」の「Ⓑ 譲渡の通算後」欄の金額の合計額が 50 万
円を超える場合…「短期」→「長期」の順に、それぞれ「総合譲渡」
の「Ⓑ 譲渡の通算後」欄の金額を記入します。ただし、「短期」と
「長期」の合計額は 50 万円が限度になります。 

ｂ 「一時」の「Ⓒ 特別控除額」欄は、「Ⓑ 譲渡の通算後」の金額が
50 万円までの場合にはその金額を、50 万円を超える場合には 50 万
円を記入します。 

ニ 「Ⓓ 損失額又は所得金額」欄 
 「Ⓓ 損失額又は所得金額」欄には、「Ⓑ 譲渡の通算後」欄の金額か
ら「Ⓒ 特別控除額」欄の金額を差し引いた金額を次により記入します。 
ａ 「Ⓑ 譲渡の通算後」欄の金額が全て赤字（０を含みます。）の場合

には次により記入します。 
・ 「総合譲渡」欄には、「Ⓑ 譲渡の通算後」欄の赤字をそのまま転

記します。 
・ 「分離譲渡」欄には、「０」を記入します。ただし、「長期・分離
譲渡」の「Ⓑ 譲渡の通算後」欄の赤字のうち、特定損失額がある
場合には、その赤字を転記します。 

ｂ 「Ⓑ 譲渡の通算後」欄の金額が全て黒字（０を含みます。）の場合
には、そのまま転記します。 

ｃ 「Ⓑ 譲渡の通算後」の「譲渡」欄が赤字で「一時」欄が黒字の場
合には、「譲渡」欄の赤字のうち「総合譲渡」、「長期・分離譲渡」（特
定損失額に限ります。）欄の赤字を、特別控除後の「一時」欄の黒字
から差し引き、差引後の金額を記入します。 
 それでも引ききれない「総合譲渡」、「長期・分離譲渡」（特定損失
額）欄の赤字がある場合には、引ききれない赤字を金額の頭部に△を
付して記入します。また、上記以外の「分離譲渡」欄の赤字がある場
合には「０」を記入します。 

⑶ 「Ｃ 山林」欄 
 山林所得がある場合に、『山林所得収支内訳書（計算明細書）』で計算し
た山林所得金額を記入します。山林所得金額は、収用等により土地などが
買い取られた場合の 5,000 万円の特別控除の特例（措法 33 条の４）など
を受けている方は、特別控除後の金額を記入します。 

⑷ 「Ｄ 退職」欄 
退職所得がある場合に記入します。 

イ 「Ⓐ 差引金額」欄 
退職所得の収入金額の合計額から退職所得控除額（注）を差し引いた

金額を記入します。 
（注）計算方法については、『確定申告の手引き』等をご覧ください。 
ロ 「Ⓓ 損失額又は所得金額」欄 

退職所得金額を記入します。 
（注）計算方法については、『確定申告の手引き』等をご覧ください。 

 

⑸ 「Ｅ 一般株式等の譲渡・上場株式等の譲渡・上場株式等の配当等」欄 
 「一般株式等の譲渡」欄及び「上場株式等の譲渡」欄は、分離課税の株
式等の譲渡に係る事業所得や譲渡所得、雑所得がある場合に記入します。 
 「上場株式等の配当等」欄は、分離課税の上場株式等に係る配当所得等
がある場合に記入します。 
イ 「上場株式等の配当等」の「Ⓐ 差引金額」欄 

分離課税の上場株式等に係る配当所得等の収入金額の合計額から、
分離課税の上場株式等に係る配当所得を生ずべき元本を取得するため
に要した負債の利子（株式を買ったり出資をしたりするために借り入
れた負債の利子に限ります。ただし、有価証券の譲渡による所得に係る
ものは除きます。）の額を差し引いた金額（赤字のときは０）を記入し
ます。 

ロ 「Ⓓ 損失額又は所得金額」欄 
ａ 「一般株式等の譲渡」欄及び「上場株式等の譲渡」欄には、『株式
等に係る譲渡所得等の金額の計算明細書』の「１ 所得金額の計算」
の「一般株式等」又は「上場株式等」の⑪欄の金額（「上場株式等の
譲渡」欄にあっては、赤字のときは『令和＿年分の所得税及び復興特
別所得税の確定申告書付表（上場株式等に係る譲渡損失の損益通算
及び繰越控除用）』の⑤欄の金額の頭部に△を付した金額）を、それ
ぞれ転記します。ただし、『株式等に係る譲渡所得等の金額の計算明
細書（特定権利行使株式分及び特定投資株式分がある場合）』を使用
されている方は、その「１ 所得金額の計算」の「一般株式等」又は
「上場株式等」の⑮欄の金額（赤字のときは『令和＿年分の所得税及
び復興特別所得税の確定申告書付表（特定投資株式に係る譲渡損失
の損益の計算及び繰越控除用）』の⑩欄（一般株式等）又は⑫欄（上
場株式等）の金額の頭部に△を付した金額）を転記します。 

ｂ 「上場株式等の配当等」の欄には、「Ⓐ 差引金額」欄の金額を転記
します。ただし、本年分の上場株式等に係る譲渡損失の金額を同年分
の分離課税の上場株式等に係る配当所得等の金額の計算上控除（損
益の通算）する場合は、『令和＿年分の所得税及び復興特別所得税の
確定申告書付表（上場株式等に係る譲渡損失の損益通算及び繰越控
除用）』の⑥欄の金額又は『令和＿年分の所得税及び復興特別所得税
の確定申告書付表（特定投資株式に係る譲渡損失の損益の計算及び
繰越控除用）』に係る付表の⑬欄の金額を転記します。 

⑹ 「Ｆ 先物取引」欄 
 分離課税の先物取引に係る事業所得や譲渡所得、雑所得がある場合
に、『先物取引に係る雑所得等の金額の計算明細書』の「合計」の⑫欄の
金額（赤字のときは０）を「Ⓓ 損失額又は所得金額」欄に転記します。 

 
２ 損益の通算 
⑴ 「Ⓐ 通算前」の各欄、「山林」の「Ⓑ 第１次通算後」欄及び「退職」
の「Ⓒ 第２次通算後」欄 
 「１ 損失額又は所得金額」の各欄の金額を転記します。ただし、「④」
欄は、「１ 損失額又は所得金額」の「④」欄が黒字（０を含みます。）の
場合には転記しません。 

⑵ 「Ⓑ 第１次通算後」の各欄 
イ 「Ⓐ 通算前」のＡ、Ｂ欄の金額がともに赤字か黒字の場合…「Ⓐ 通
算前」欄の金額をそのまま転記します。 

ロ 「Ⓐ 通算前」のＡ欄の金額が赤字でＢ欄の金額が黒字の場合…Ａ欄
の赤字をＢの③から⑥欄の順に差し引きます。引ききれないためＡ欄
の赤字が残ったときは、残った赤字の金額を頭部に△を付して記入し、
Ｂ欄の黒字が残ったときは、残った黒字の金額を記入します。 

ハ 「Ⓐ 通算前」のＡ欄の金額が黒字でＢ欄の金額が赤字の場合…Ｂ欄
の赤字をＡ欄の黒字から差し引きます。引ききれないためＢ欄の赤字
が残ったときは、残った赤字の金額を頭部に△を付して記入し、Ａ欄の
黒字が残ったときは、残った黒字の金額を記入します。 

⑶ 「Ⓒ 第２次通算後」の各欄 
イ 「Ⓑ 第１次通算後」のＡ、Ｂ、Ｃ欄の金額がともに赤字か黒字の場
合…「Ⓑ 第１次通算後」欄の金額をそのまま転記します。 

ロ 「Ⓑ 第１次通算後」のＡ、Ｂ欄の金額が赤字で、Ｃ欄の金額が黒字
の場合…Ａ、Ｂ欄の赤字を「経常所得」→「譲渡」の順にＣの黒字から
差し引き、その差引後の金額を・のハと同様に、「Ⓒ 第２次通算後」欄
に記入します。 

ハ 「Ⓑ 第１次通算後」のＡ、Ｂ欄の金額が黒字で、Ｃ欄の金額が赤字
の場合…Ｃ欄の赤字を、①から⑥欄の順に差し引き、その差引後の金額
を・のハと同様に、「Ⓒ 第２次通算後」欄に記入します。 

⑷ 「Ⓓ 第３次通算後」の各欄 
イ 「Ⓒ 第２次通算後」のＡ、Ｂ、Ｃ欄の金額が赤字で、Ｄ欄の金額が
黒字の場合…Ａ、Ｂ欄の赤字を「経常所得」→「譲渡」の順にＤ欄の黒
字から差し引き、次にＣ欄の赤字をその残ったＤ欄の黒字から差し引
き、その差引後の金額を・のハと同様に、「Ⓓ 第３次通算後」欄に記入
します。 

ロ イ以外の場合……「Ⓒ 第２次通算後」欄の金額をそのまま転記しま
す。 

⑸ 「Ⓔ 損失額又は所得金額」の各欄 
イ 「Ⓓ 第３次通算後」の「譲渡・長期・総合譲渡」欄の金額と「一時」
欄の金額の合計額が黒字の場合…「Ⓔ 損失額又は所得金額」の「譲渡・
長期・総合譲渡、一時」欄には、「Ⓓ 第３次通算後」の「譲渡・長期・
総合譲渡」欄の金額と「一時」欄の金額の合計額に 0.5 を乗じた金額を
書き、他は、「Ⓓ 第３次通算後」欄の金額を転記します。 

ロ イ以外の場合…「Ⓓ 第３次通算後」欄の金額を転記します。 
⑹ 「損失額又は所得金額の合計額」 欄 
 「Ⓔ 損失額又は所得金額」の各欄の損失額又は所得金額を合計し、そ
の金額が黒字の場合にはそのまま記入し、赤字の場合には金額の頭部に
△を付して記入します。 

 
３ 公的年金等に係る雑所得以外の合計所得金額の計算 
⑴～⑹欄については「１ 損失額又は所得金額」の各欄の金額を、⑺欄に

ついては「２ 損益の通算」の⑬の金額を、それぞれ転記します。 
⑻欄の金額（⑴から⑺までの合計額）が、公的年金等に係る雑所得以外の

合計所得金額となりますので、申告書第一表の○56 欄に転記してください。 
 


